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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第61期中 第62期中 第63期中 第61期 第62期 

会計期間 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成14年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ３月31日 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成16年
  ３月31日

売上高 (千円) 1,346,376 1,412,184 1,374,387 2,701,219 2,793,001

経常利益 (千円) 225,867 236,838 244,035 411,758 450,323

中間(当期)純利益 (千円) 132,178 138,398 141,576 220,515 257,988

持分法を適用した場合 
の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

純資産額 (千円) 3,126,547 3,340,327 3,588,838 3,209,882 3,468,477

総資産額 (千円) 9,759,631 9,821,795 9,632,231 9,977,076 9,807,297

１株当たり純資産額 (円) 1,563.47 1,670.61 1,795.06 1,602.06 1,731.47

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 
優先66.09
普通66.09

優先69.22
普通69.20

優先70.82
普通70.79

優先107.90 
普通103.88 

優先126.66
普通122.62

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 
優先―
普通―

優先―
普通―

優先―
普通―

優先8.00 
普通4.00 

優先8.00
普通4.00

自己資本比率 (％) 32.0 34.0 37.3 32.2 35.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 287,243 300,073 83,462 527,890 527,970

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △438,690 △290,929 △43,866 △199,215 △441,045

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △114,448 △294,736 △119,933 △31,791 △377,476

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 791,452 1,068,638 983,341 1,354,230 1,063,679

従業員数 (名) 43 41 41 42 41

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので「連結経営指標等」については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は関連会社を有しておらず、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成16年９月30日現在 

従業員数(名) 41 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

 

(2) 労働組合の状況 

当社には大阪港振興株式会社労働組合があり、組合員数25名で組合との間には特記すべき事項は

ありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当上半期におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加、また雇用情勢の改善など着

実な回復の兆しが見られましたが、個人消費は依然として低調で、先行き不透明な状況で推移いた

しました。 

このような状況のもとにおきまして、当社は各部門に亘り、経営の効率化を図るとともに業績の

向上と財務体質の改善に努めてまいりました。この結果、当中間会計期間の売上高は13億７千４百

万円(前年同期比2.7％減)となりましたが、他方経費面で、人件費をはじめ諸経費の削減に努めたこ

とにより、経常利益は２億４千４百万円(前年同期比3.0％増)、中間純利益は、１億４千１百万円

(前年同期比2.3％増)となりました。 

 

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

① 土地事業 

昨年７月から駐車場を増設したことにより、駐車場収入は増収となりましたが、名義変更料等

の一時的な土地付帯収入が、前年同期より減少しましたので、土地事業の売上高は２億９千８百

万円と前年同期に比し4.3％の減収となりました。 

 

② 建物事業 

ビル事業におきまして、賃料の下落傾向が依然として続くなか、積極的にテナント誘致に努め

ましたので、港振興ビルなどビル稼働率が上昇し、また、南港ポートタウンショッピングセンタ

ーなどの商業施設におきましても稼働率が改善されましたが、第一大阪港ビルの大口テナントの

退室が大きく影響したことにより、建物事業の売上高は９億２千８百万円と前年同期に比し0.8％

の減収となりました。 

 

③ 冷蔵倉庫事業 

主力保管貨物である大手取引先の冷凍食品が、消費低迷による生産調整などの影響を受け、取

扱量が減少し、またそれに伴い運送手配代行業務も減少したことにより、冷蔵倉庫事業の売上高

は１億３千５百万円と前年同期に比し9.8％の減収となりました。 

 

④ 上屋事業 

業界における過当競争、また、顧客の物流コスト削減の要請も強まるなか、鋭意集荷に努めま

したが、取扱貨物量が減少いたしましたので、上屋事業の売上高は１千１百万円と前年同期に比

し16.4％の減収となりました。 

上屋事業は安治川、富島両公共上屋において営業を行ってまいりましたが、平成16年12月末日

をもって安治川上屋を廃止することになりました。 

この廃止に関する売上高の減少および整理費用が事業に与える影響は、軽微であります。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物は、９億８千３百万円と前年同期と比べ８千５百

万円(8.0％)の減少となりました。 

また当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益が２億４千４百万円と前年同期並と

なったものの、敷金・保証金の返還や未払消費税等の支払いにより、８千３百万円の収入となり

前年同期と比べ２億１千６百万円(72.2％)の減少となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に定期預金の預入による支出が減少したため、４千

３百万円の支出(前年同期は２億９千万円の支出)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に借入金を返済したため、１億１千９百万円の支出

(前年同期は２億９千４百万円の支出)となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は土地・建物の賃貸が主な事業であるため、該当事項はありません。 

 

(2) 受注実績 

当社は土地・建物の賃貸が主な事業であるため、該当事項はありません。 

 

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 事業部門 

金額(千円) 前年同期比(％) 

土地事業 298,738 △4.3 

建物事業 928,778 △0.8 

冷蔵倉庫事業 135,022 △9.8 

上屋事業 11,847 △16.4 

合計 1,374,387 △2.7 

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

前中間会計期間 当中間会計期間 
相手先 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

上新電機㈱ 312,000 22.1 312,000 22.7

㈱高島屋ストアー※ 67,253 4.8 ― ―

カナート㈱ 71,467 5.1 139,621 10.2

  ※㈱高島屋ストアーは、南港ポートタウンショッピングセンターにおいて平成15年６月末まで営業して

おりましたが、平成15年７月から全株式の譲渡を受け名称変更したカナート㈱が営業を継続しておりま

す。 

２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 1,600,000 

優先株式 4,800,000 

計 6,400,000 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末現在

発行数(株) 
(平成16年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成16年12月17日)

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 460,000 460,000 非上場・非登録 
完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない株式 

優先株式 1,540,000 1,540,000 日本証券業協会 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式 
毎決算期において株式
１株につき年４円を超
ゆるまで普通株式に優
先して利益配当金を受
ける権利を有します。

計 2,000,000 2,000,000 ― ― 

(注) １ 普通株式は大阪市の現物出資であります。 

２ 当社株式について、平成16年12月13日付をもって日本証券業協会への登録を取り消し、ジャスダック証

券取引所に上場いたしております。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(千円) 

資本金残高
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成16年９月30日 ― 2,000,000 ― 100,000 ― 58,178
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(4) 【大株主の状況】 

平成16年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大阪市 大阪市北区中之島１―３―20 1,000 50.00 

柴 谷 泰 弘 大阪府南河内郡河南町大宝１―26―９ 71 3.55 

中 山 多満子 神戸市兵庫区荒田町１―６―11 66 3.30 

原   庸 隆 大阪市西区南堀江４―７―１―1423 40 2.00 

須 田 忠 雄 群馬県桐生市相生町４―104―３ 36 1.81 

㈱辰巳商会 大阪市港区築港４―１―１ 35 1.76 

中 山   茂 神戸市兵庫区荒田町１―６―11 34 1.70 

㈱ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３―21―24 26 1.30 

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２―２―１ 25 1.28 

東 野 栄 子 大阪市生野区勝山北１―１―３ 25 1.27 

計 ――― 1,359 67.98 
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成16年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

優先株式   700
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 460,000
優先株式1,531,400

19,914

普通株式 権利内容に何ら限定のな
い株式 

優先株式 権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式 

     毎決算期において株式１
株につき年４円を超ゆる
まで普通株式に優先して
利益配当金を受ける権利
を有します。 

単元未満株式 優先株式  7,900 ―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 
毎決算期において株式１株につき年
４円を超ゆるまで普通株式に優先し
て利益配当金を受ける権利を有しま
す。 

発行済株式総数 2,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 19,914 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の優先株式には、証券保管振替機構名義の株式が、1,800株(議決権18

個)含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の優先株式には、当社所有の自己株式９株が含まれております。 

 

② 【自己株式等】 

平成16年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大阪港振興株式会社 

大阪市港区築港 
３－７－15 

700 ― 700 0.0

計 ― 700 ― 700 0.0
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 
平成16年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 1,450 1,360 1,260 1,200 1,100 970

最低(円) 799 1,100 1,070 1,070 931 880

(注) 株価は、日本証券業協会の公表によるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第62期中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸

表等規則に基づき、第63期中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、改正後の

中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、当中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)

附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第62期中間会計期間(平成15年４月１日から平成

15年９月30日まで)及び第63期中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の中間財務

諸表については、新日本監査法人並びに公認会計士池畑幸博氏により中間監査を受けております。 

 

３ 中間連結財務諸表について 

当社には、関係会社等がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 


